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輸出貿易管理令の運用についての一部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分）

○輸出貿易管理令の運用について（昭和６２年１１月６日付け６２貿局第３２２号・輸出注意事項６２第１１号）

改 正 後 現 行

（略） （略）

０～１２（略） ０～１２（略）

別表第１ 別表第１
輸出許可等事務の取扱区分 輸出許可等事務の取扱区分

外為法及び輸出令に基づく輸出許可等（「輸出許可及び輸出の許可 外為法及び輸出令に基づく輸出許可等（「輸出許可及び輸出の許可
の事後審査」をいう。以下同じ。）の事務は次の区分により行う。 の事後審査」をいう。以下同じ。）の事務は次の区分により行う。
１ 輸出の許可 １ 輸出の許可

外為法第４８条第１項の規定に基づく輸出の許可事務は、次の区分 外為法第４８条第１項の規定に基づく輸出の許可事務は、次の区分
により行う。 により行う。
１－１（略） １－１（略）
１－２ 輸出許可事務の取扱区分 １－２ 輸出許可事務の取扱区分

輸出の許可事務は、次の区分により行う。 輸出の許可事務は、次の区分により行う。
１－２－１ 経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が輸出 １－２－１ 経済産業局又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が輸出
の許可を行う輸出 の許可を行う輸出

別紙において当該経済産業局又は沖縄総合事務局が輸出の許可を行 別紙において当該経済産業局又は沖縄総合事務局が輸出の許可を行
うこととされている貨物の輸出（包括許可取扱要領（平成１７年２月 うこととされている貨物の輸出（包括許可取扱要領（平成１７年２月
２５日付け平成１７･０２･２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号 ２５日付け平成１７･０２･２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号
。以下「取扱要領」という。）のⅠ４（１）の一般包括輸出・役務（ 。以下「取扱要領」という。）のⅠ２（３）①の特別一般包括輸出許
使用に係るプログラム）取引許可の範囲及び取扱要領のⅡ４（１）の 可の範囲及び取扱要領のⅠ３（３）①の一般包括輸出許可の範囲にお
特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可の範囲に ける輸出のうち、取扱要領の別表１（７）又は（１０）により特別一
おける輸出のうち、取扱要領の別表１（５）又は（８）により一般包 般包括輸出許可の効力を失うものとされる輸出及び取扱要領の別表３
括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可の効力を失うものと （５）又は（８）により一般包括輸出許可の効力を失うものとされる
される輸出及び取扱要領の別表３（７）又は（１０）により特別一般 輸出並びに輸出令別表第１及び第２に掲げられている貨物で別紙及び
包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可の効力を失うもの 別表第２の別紙第１において本省が輸出の許可又は承認を行うことと
とされる輸出並びに輸出令別表第１及び第２に掲げられている貨物で されている貨物を含む輸出契約による輸出を除く。）
別紙及び別表第２の別紙第１において本省が輸出の許可又は承認を行
うこととされている貨物を含む輸出契約による輸出を除く。）
１－２－２（略） １－２－２（略）
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２～４（略） ２～４（略）

別紙（略） 別紙（略）

別表第２～別表第７（略） 別表第２～別表第７（略）


